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◆介護保険事業の現状と今後の方向（第５章）

１ 一般介護予防事業の実施

（１）介護予防把握事業

（２）介護予防普及啓発事業

現状 今後の方向

平成 27 年度・28 年度は、本人・家族

や民生委員などからの相談を受けて、基

本チェックリストを実施し、二次予防事

業対象者を把握しました。

また、二次予防事業継続参加者に基本

チェックリストを毎年実施し、把握しま

した。

本人・家族や民生委員など、他機関

との連携を図りながら対象者を把握

します。

また、短期集中運動教室や、出前講

座などで基本チェックリストを実施

し、介護予防が必要な高齢者を把握

し、事業の紹介などを行います。

現状 今後の方向

●すこやか生き活き講座

物忘れ予防と転倒予防を目的とした

教室で、読み・書き・計算・体操・コミ

ュニティ（交流）を実施しており、出席

率の高い教室となっています。

認知症高齢者の増加も予測される

ことから、今後も事業を継続していき

ます。

●出前講座

主に老人クラブ等からの要請を受け

る形で、体操や認知症などのお話しをす

る講座を開催しています。

特に体操の講座では、顔見知りの人た

ちと、公民館で体を動かすことを楽しま

れ、日々の健康づくりへの意欲づけの機

会となっています。運動意欲が高まっ

て、地域のグループで短期集中運動教室

につながることもあります。

高齢者のニーズにあった体操や認

知症以外の栄養や口腔などのテーマ

も取り入れて実施します。

●短期集中運動教室

平成 28 年度から短期集中運動器の機

能向上事業として開始し、週１回３ヶ月

間運動に取り組む教室です。平成 29 年

度から現事業となり、一般高齢者に加

事業効果の周知を行い、未実施地域

へ働きかけて、幅広い参加者を得られ

るようにしていきます。
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（３）地域介護予防活動支援事業

（４）一般介護予防事業評価事業

（５）地域リハビリテーション活動支援事業

現状 今後の方向

え、要支援・要介護認定者も参加可能と

なりました。

教室終了後に自主体操グループに移

行し、地域で住民運営の健康づくりの場

に発展することをねらいとして取り組

んでいます。

参加者の満足度も高く、別の教室の参

加者から口コミで話を聞いて参加を希

望したという人が多くいます。

現状 今後の方向

●自主体操グループ支援プログラム

短期集中運動教室終了後のグループ

に対して、町の高齢者を取り巻く現況と

将来像をお伝えし、集団と個人の双方向

から見た運動継続の有効性に気づいて

いただき、地域で自主グループによる運

動継続をする意欲付けとしています。

個々レベルで運動習慣の心身への良い

効果を実感して続けたいと思われたグ

ループが自主体操グループ支援プログ

ラムに乗って運動を続けています。

自主活動組織（自主体操グループ）

の自由な意思決定・主体的な活動を尊

重しつつ、介護予防の取り組みが効果

的に継続して行われるよう、保健師や

栄養士をはじめとして様々な専門職

からのアプローチを行い支援します。

町保健センターの健康づくりの視

点も得て、力強い自主活動組織を育成

していきますが、さらにリハビリ専門

職等の活用で自立支援に資する効果

的な取り組みを進めていきます。

現状 今後の方向

未実施 項目廃止

現状 今後の方向

未実施 自主体操グループ支援プログラム

や地域ケア会議等で、リハビリ専門職

等の派遣・関与を行います。

自主体操グループの継続性やモチ

ベーションの維持・向上が図れるよう

支援していきます。
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２ 包括的支援事業の実施

（１）介護予防ケアマネジメント事業

（２）総合相談支援事業

現状 今後の方向

介護予防支援及び介護予防ケアマネジメ

ントでは、総合的な観点から課題を分析し、

利用者や家族が課題解決に向けて主体的に

取り組むことができるように、予防給付や

介護予防・日常生活支援によるサービスだ

けでなく、家族や近隣協力者も含めたイン

フォーマルサービスを積極的に活用した介

護予防サービス・支援計画書を作成します。

また、介護予防サービス・支援計画に基

づいたサービス実施状況の把握及び評価、

再アセスメントを行っています。

平成 28 年度は二次予防事業参加者を対

象に、平成 29 年度以降は短期集中運動教室

参加者を対象に、ケアプランを作成し、事

業に参加してもらっています。目標を意識

してもらうとともに、健康に対する意識向

上を図っています。

地域包括ケアシステムの構築と

ともに、高齢者の自立支援に資す

る適切なケアマネジメントが求め

られ手います。

その人らしい自立支援へ向けた

ケアプランを作成するためには、

自立支援に向けた意識づけと多種

多様な社会資源や支援の情報が必

要です。

介護予防支援及び介護予防ケア

マネジメントは、居宅介護支援事

業所に委託することもあり、ケア

プランチェックや研修等を通し

て、介護支援専門員の「気づき」

を促し、「自立支援」に資するケア

マネジメントについて意識付けを

行っていきます。

現状 今後の方向

住民への周知が図られるとともに、相談

件数は増加傾向にあり、月平均 50 件程度の

相談が寄せられています。

相談内容では、介護保険に関することが

最も多く、約３割程度。次いで介護予防事

業の展開に伴い、予防事業に関することも

約３割程度となっています。

初回は電話相談が多く、その後、訪問し

て詳しく話を聞きとり、サービスへつない

だり、具体的な対応方法を話し合うことが

多くなっています。

総合相談内容の分析から、地域

ニーズを把握するとともに、各自

治体・老人会等との地域ネットワ

ークの構築や地域へのアプローチ

を積極的に行っていきます。

社会資源の把握に努め、関係機

関への周知を図り、迅速に適切な

支援へつなげる事ができるように

していきます。
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（３）権利擁護事業

（４）地域ケア会議の推進

現状 今後の方向

地域に暮らす高齢者に関するさまざまな

相談を受け止め、適切に対応することで高

齢者が安心して生活できるように取り組ん

でいます。

総合相談に関しては、相談内容や相談者

の年齢、地域などに分けて多角的に分析を

行い、今後、さまざまな事業を展開してい

く上での資料としても活用できるようにし

ています。

現状 今後の方向

地域の住民、民生委員、介護支援専門員

などの支援だけでは十分に問題解決できな

い、適切なサービス等につながる方法が見

つからない等の困難な状況にある高齢者

が、地域において尊厳のある生活を維持し、

安心して生活を行うことができるよう、専

門的・継続的な視点から、高齢者の権利擁

護のため必要な支援を行います。

高齢者の虐待防止ネットワーク会議にお

いて、関係機関の全体会議を行っています。

必要時には個別のケース検討会議を開催

し、速やかな対応・連携を図っていきます。

高齢者虐待の防止や成年後見制

度活用、消費者被害防止等の高齢

者の権利擁護に関する住民への周

知が不足しているため、住民説明

会の開催や公民館などでのミニ講

座を開催し、普及・啓発活動を強

化していきます。

また、説明会や地域ケア会議等

での講師または助言者として、専

門相談機関の方を招いて、ネット

ワークの構築へつなげていきま

す。

現状 今後の方向

平成 27 年度からケースの問題解決のた

めに関係者が話し合う個別地域ケア会議を

開催しています。民生委員、自治会長や関

係機関への参加を依頼し、多職種が参画す

る地域ケア会議へと発展、充実ささせてい

ます。

平成 28 年度に８回の個別事例検討を行

い、１回の地域課題抽出のケア会議を行い

ました。

個別地域ケア会議では、困難事

例解決のケースだけでなく、自立

支援に注目したケースに取り組ん

でいきます。

会議の役割や目的、法的位置づ

け、施策へのつながりなどを踏ま

えながら、参加者同士、意見交換

をして地域課題を掘り起こしてい

きます。
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（５）在宅医療・介護連携の推進

現状 今後の方向

●国保中央病院圏域在宅医療・介護連携推進

ワーキング会議

国保中央病院を核とした地域（磯城郡３町

及び広陵町）の在宅医療と介護の連携に関す

る問題点や現状の課題等を共有し、国保中央

病院及び地域医師会と広域的な連係体制の

構築を図ることを目的にワーキング会議で

協議を重ねています。

国保中央病院圏域在宅医療・介

護連携推進ワーキング会議での

検討を重ね、町内医療機関との連

携を図りながら進めていきます。

●都道府県医療介護連携調整実証事業

入退院調整ルールを、東和医療圏域で、平

成 28 年１月 20 日から運用を開始していま

す。

運用後の入退院調整ルールにおける現状

や、病院とケアマネジャーの連携による効果

と課題を把握するため、定期的なアンケート

や調整会議に参画することで、良いルール作

りを行っています。

入退院調整ルールにより、病院

から在宅へのスムーズな移行が

できるよう、病院とケアマネジャ

ーの連携の強化を支援していき

ます。

東和医療圏域外でも同様の取

り組みが始められています。

●かかりつけ医等の関係性の構築

入退院調整ルールを活用し、情報提供を行

っています。情報提供を速やかに行う事で情

報の共有がスムーズに行えるようになって

います。

在宅医療に関するアンケートを町内医療

機関に実施しました。

地域包括支援センターでは、必

要時に同行受診するなど、かかり

つけ医との連携を図り、かかりつ

け医との関係性を構築していき

ます。

医療機関アンケートの集計・分

析を行うとともに住民への在宅

医療に関する意識啓発を行って

いきます。
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（６）認知症施策の推進

（７）生活支援サービスの体制整備

現状 今後の方向

認知症地域支援推進員を配置し、平成

29 年８月に川西町認知症初期集中支援

チームを地域包括支援センターに設置

し、第１回検討委員会を実施しました。

事業の概要と検討委員会の内容につ

いてホームページに記事を掲載し住民

周知を図っています。

平成 28 年９月からかわにしココロカ

フェを毎月１回開催し、毎回 15 名程度

の参加者があります。また、住民ボラン

ティアの協力を得ながら地域に根ざし

た活動となっています。

住民への十分な周知を、認知症理解

を深める機会として行い、はじめの相

談から訪問、受療、サービス利用まで、

速やかに対応する体制を整えます。

関係機関との連携も積極的に図っ

ていきます。

認知症の人及び家族の人の支援と

して、家族支援事業の検討を行いま

す。

現状 今後の方向

平成 28 年度に生活支援コーディネー

ター（地域包括支援センター）を配置し、

協議体設置に向け、町、社会福祉協議会、

地域包括支援センターで研究会発足し

ました。

医師、サロン代表、一般住民、ＮＰＯ

法人、社会福祉協議会等の多様なメンバ

ーが協議体の構成員となり、高齢者の生

活支援について情報交換・情報共有する

場として平成 29 年２月に協議体を設置

し、平成 29 年度は地域課題の抽出をテ

ーマに年４回開催します。

また、生活支援コーディネーターを中

心として、地域の行事やサロン、施設な

どの社会資源の調査やネットワークの

構築を行っています。

地域課題の解決に向け、住民同士の

支え合いを推進するとともに生活支

援・介護予防サービスの創出、サービ

ス支援の担い手の発掘、養成に取り組

みます。

今後は地域住民への地域包括ケア

システム構築や住民同士の支え合い

といった意識啓発が必要です。
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３ 任意事業の実施

（１）介護給付等費用適正化事業

（２）家族介護支援事業

現状 今後の方向

●介護給付費通知

毎年４回（３ヶ月に１回）介護給付費を対象

者に通知しています。

次期計画において、町の「介

護給付適正化計画」を定める際

に、この内容を位置づけること

になります。

●ケアプランチェック

【平成 27 年度】

平成26年４月から平成27年３月に新規で居

宅サービス計画作成依頼届出のあった 13 事業

所を対象にケアプラン（第１表・第２表・サー

ビス利用票）を回収・確認し、特に留意すべき

事項や良い点について＜総評＞として郵送に

て通知し、ケアマネジャーに対して適正な給付

提供に係る気づきを促しました。

【平成 28 年度】

人員不足のため実施できませんでした。

回収するケアプランのテー

マを決め、的を絞った確認を実

施します。（例：生活援助の利

用、限度額超過プラン、福利用

具貸与のみの利用等）

平成 30 年度から居宅介護支

援事業所が町の指定となるこ

とから、管内の居宅介護支援事

業所のケアマネジャーの資質

向上に焦点をあてた取り組み

を行います。

介護予防支援（介護予防ケア

プラン）の居宅介護支援事業所

委託分については、地域包括支

援センターの関与を強め、自立

支援に向けたプランとなるよ

うにケアマネジャーの支援を

行います。

現状 今後の方向

●家族介護用品支給事業

支給要件に該当する申請者に対し必要な介

護用品（紙おむつ）を支給しています。

国の通知に基づき支給要件

の見直し（中重度要介護者、低

所得者を対象とする内容等）、

市町村独自事業等への移行を

検討していく必要があります。

●家族介護慰労事業（実績なし）

要介護４又は要介護５の在宅高齢者は、いず

事業の存続自体を検討する

必要性が考えられます。
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（３）高齢者の生きがいと健康づくり事業

（４）成年後見制度利用支援事業

（５）住宅改修支援事業

（６）地域自立生活支援事業

れかの介護保険サービスを利用しており、現在

までこの事業に該当する者がいませんでした。

現状 今後の方向

【平成 28 年度】

保健センターと連携しながら、おとこの家

事・料理教室やメイク教室を実施しました。

【平成 29 年度】

保健センターにおいて、若年層も対象とした

男性料理教室として実施しています。（長寿介

護課において予算計上）

関係課との連携及び調整の

うえ実施していきます。

現状 今後の方向

町の介護保険パンフレットに記事を掲載し、

制度の普及啓発を図っています。

窓口での相談対応を行っています。

成年後見制度町長申立による経費や成年後

見人等の報酬について助成しています。（１件）

地域包括支援センターとの

連携を図りながら、今後も取り

組みを継続していきます。

現状 今後の方向

要件に該当する者から補助申請があった場

合に、１件あたり 2，000 円を助成しています。

今後も現行のまま取り組み

を継続していきます。

現状 今後の方向

（１）「食」の自立支援事業

申請に基づきアセスメントを実施し、要件に

該当する場合に配食サービス事業者２箇所に

事業を委託し、安否確認を兼ねた昼食の提供を

行っています。（利用者負担 400 円）

（２）高齢者緊急通報システム運営事業（経過

措置適用者のみ）

平成 18 年度に同事業は廃止しており、それ

（１）「食」の自立支援アセス

メントを適正に実施し、低栄養

の改善を目的に継続していき

ます。

（２）経過措置者のみの対応。
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４ 地域包括支援センターの役割と日常生活圏域の設定

（１）地域包括支援センターの役割

までに利用されている方に対して継続して利

用できるように支援しています。

（３）高齢者等見守りネットワーク事業

平成 27 年度から開始し、登録事業者は 26

箇所です。

登録事業者からは現在までに２件の報告を

受理しています。

（４）グループホーム家賃等助成事業

申請に基づく助成を行っています。

（３）町内事業所、寺社、コン

ビニ等への普及啓発を実施し、

ネットワークの拡充を図りま

す。

（４）今後事業継続について検

討していきます。

現状 今後の方向

川西町では、地域包括支援センターを１箇所

設置し、平成 18 年度当初から町直営で実施し

てきましたが、平成 28 年度以降は社会福祉法

人いわれ会に業務を委託ししています。３職種

を配置し、より専門性の高い関わりがもてるよ

うになっており、地域包括支援センターの機能

強化を図っています。

今後も地域包括支援センタ

ーを専門職が確保できる事業

者へ委託し、連携を図りながら

体制整備を行います。

また、住民に対しての周知活

動のため、広報やホームページ

を通じて連載記事を掲載する

などの活動に取り組みます。

包括的支援事業等の基本業務に加え、重点的

な取り組みとしては、以下の４つが挙げられま

す。２（４）（５）（６）（７）参照。

（１）地域ケア会議の推進

（２）在宅医療・介護連携推進事業

（３）認知症総合支援事業

（４）生活支援体制整備事業

地域包括ケアシステムを構

築するために、地域住民や関連

機関とのネットワークづくり

や地域づくりを進めていきま

す。

具体的には、２（４）（５）（６）（７）

参照。
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（２）地域包括支援センターの業務

現状 今後の方向

川西町では日常生活圏域に一つの地域包括

支援センターが設置され、包括的支援事業を始

めとする地域支援事業に取り組んでいます。

主任介護支援専門員、保健師、社会福祉士の

３職種に加え、生活支援コーディネーターが配

置され、それぞれの専門性を活かすとともに、

互いに相談・協力し合うことで多角的な視野か

ら業務を行っています。

また、管理者を中心とした事業計画の策定や

職員の資質向上など、組織マネジメントを役場

と連携して行うことで、より効果的に業務を行

うように努めています。

専門職３職種を配置できる法人に業務を委

託することにより、より専門性の高い安定した

業務の実施につながっています。

地域包括支援センター業務

全体でＰＤＣＡサイクルを意

識した事業計画の見直しを行

い、町との連携強化を図ってい

きます。

●地域包括支援センター運営協議会 地域包括支援センターが公

平・中立に運営が行われている

かを評価します。

平成28年度業務については、

自己評価を行い、町の支援の方

向性を確認しています。
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◆高齢者の健康づくりと生きがい対策（第６章）

第１節 高齢者の健康づくり

１ 特定健診・特定保健指導

２ 健康増進事業・３ 健康づくり支援

現状 今後の方向

【特定健康診査及び後期高齢者健康診査】

・個別健診 ・・・ 毎年度５月１日～１月 31

日まで

奈良県が指定する健診実施医療機関

・集団健診 ・・・ 年６回

※ただし、30～39 歳の方は集団健診しか利用で

きません。

【特定保健指導及び健康相談】

健診結果で、メタボリックシンドローム該当

者と判断された場合に６ヶ月間の特定保健指

導を実施。

その他の方は、受診後、希望に応じて健康相

談を実施。

第二期計画の評価を現在行

っているところです。

平成 30 年度からの取り組み

については第三期計画を策定

する予定です。

（※平成 30 年度からの計画

（目標値）は、現在、計画策定

中のため未定です。）

現状 今後の方向

（検診等）

がん検診の受診率向上に向けて、コール・リ

コール事業やクーポン事業等を行います。

（健康相談）

喫煙・ＣＫＤ重症化予防対策として、平成 29

年度より相談事業の拡充。

（健康教育）

減塩教室は、平成 29 年度より幼稚園保護者

等（外部団体）にむけて実施する予定。

（健康づくり活動）

健康サポーターの養成は、３年に１回行って

います。

平成 29 年は、養成を行っています。

健康かわにし 21 計画の中間

評価を行い、健康課題別の指標

を評価していく予定です。

それを踏まえて、事業内容の

再検討などを行っていきます。
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第２節 社会参加活動の支援

１ 生きがい就労の支援

（１）シルバー人材センターの活動促進

（２）高齢者の雇用促進のための啓発

２ 生きがいづくり

（１）老人クラブ

現状 今後の方向

磯城郡シルバー人材センターにおい

て、第一線を退いた高齢者が、就業を

通じて健康の保持と社会参加の機会を

得るという趣旨のもと、新会員の入会

促進及び仕事の発注件数の増加と会員

の就業率の上昇に努めています。

行政としては、磯城郡３町でその負

担金を分担し運営補助金として支出し

ています。

平成 28 年度末の磯城郡シルバー人

材センターの登録会員数は 277 人（う

ち川西町は 31 人）で、就業率は 88．4％

となっています。

今後高齢化がますます進行する中、

高齢者自身が貴重な社会資源として自

身の能力を発揮でき介護予防・生活支

援サービスの担い手となれるように働

きかける必要があります。

磯城郡シルバー人材センター担当者

は、平成 29 年２月に設置した川西町生

活支援体制整備事業協議体に参加して

おり、関係機関や地域住民等と意見交

換できる場をもっており、地域課題に

関する共通認識を図っています。

今後、さらに連携を強め、地域課題

に応じた取組みを実現していきます。

現状 今後の方向

上記（１）と同様 上記（１）と同様

現状 今後の方向

会員数は、平成 26 年４月をピークに

微減傾向にある（平成 29 年４月現在、

2,364 人）ものの、川西町社会福祉協

議会の協力を得ながら友愛活動の新規

活動展開の推進及び既存活動の継続支

援を行っています。

住民同士の見守り活動は、住民自ら

の気づきにより展開されるべきもので

あるため、社会福祉協議会の協力を得

ながら、これまでどおり住民同士の気

づきを促しつつ、各支部の意向やペー

スに合わせた活動の推進を図っていき



13

（２）生涯学習

（３）文化活動

平成 27 年４月以降２箇所の新規サ

ロン活動の立ち上げ支援を行い、平成

29 年４月１日現在、訪問活動７支部、

サロン活動８支部で実施しています。

ます。

併せて、その活動が自治会域におい

て重要な福祉活動として認識されるよ

う周知を図っていくことともに、それ

らの福祉活動がその地域で継続できる

よう、各支部活動のネットワークづく

りや研修会の企画について、社会福祉

協議会を通じて支援します。

現状 今後の方向

（高齢者教室）

平成 28 年５月 開講式・講演

平成 28 年６月 社会見学

平成 28 年７月 町民集会

平成 28 年 10 月 講演会

平成 29 年２月 講演会・閉講式

（世代間交流）

子どもセンター行事での交流

平成 28 年８月 創作教室

平成 28 年 12 月 餅つき大会

住民に対し、広報やホームページを

活用しながら学習情報を発信し、学習

機会の提供に努めます。

また、その学習成果を地域に還元で

きる機会の充実にも努めます。

現状 今後の方向

年１回のスポーツカーニバルの開

催、スポーツ教室･クラブ（16 教室）

や文化教室数 55（平成 29 年度）があ

り、高齢者の生きがいづくりや社会活

動の場となっています。

継続性のある内容の事業を増やし、

広報やホームページを活用しながら、

また活動団体を通じたＰＲなどで交流

機会の充実を図ります。
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第３節 高齢者を支える地域づくり・まちづくり

１ 高齢者への理解の促進

（１）啓発・広報

（２）福祉教育

現状 今後の方向

３年に１回介護保険パンフレットを作成し、主に窓

口にて配布し説明しています。また、介護保険料決定

等通知の際に、リーフレットを同封しています。

要介護認定決定通知、負担割合証交付の際に説明書

を同封するなど理解の促進に努めています。

平成 28 年４月から川西町ホームページがリニュー

アルされたことに伴い、介護保険に関連する記事を掲

載し、各種申請書等をホームページからダウンロード

して利用できるようにしています。

平成28年10月から開始した川西町公式フェイスブ

ックにおいて、イベント等の情報を発信しています。

改正制度に応じたパ

ンフレット・リーフレッ

トの作成、広報誌・ホー

ムページ・フェイスブッ

クを活用した住民への

積極的な周知・啓発に取

り組みます。

現状 今後の方向

①学校教育

【「ぬくもりの郷」グループホームの高齢者との交流】

「園児リズム集会」実施時に、「ぬくもりの郷」入

所者を会場に招待し、元気いっぱいの園児の姿を参観

していただき、手遊びを一緒にする等ふれあう時間を

もっている。園児の指導は「親子リズムサークル」の

指導を採り入れています。また、園外保育時に施設に

立ち寄り、歌を披露したりともに手遊びをしたりする

等して交流を深めています。

【祖父母参観の開催】

例年 11 月初旬に実施しています。参加型の参観と

しており、孫や他の園児とのふれあいの時間を設けて

います。祖父母世代は親世代の保護者とは違う大きな

暖かな優しい眼差しで園児を見てくださります。普段

の保護者参観よりも柔らかな雰囲気に包まれた活動

時間となっています。

【「ぬくもりの郷」グル

ープホームの高齢者と

の交流】

年度の早い段階から

打合せを行い、年間行事

に組み込めるようして

いきます。

【祖父母参観の開催】

年１回の実施を継続

できるよう取り組みま

す。
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（３）世代間交流

現状 今後の方向

①学校教育

【学年ごとでの高齢者との交流】

１年生「昔の遊びの聴き取りや体験」：３学期に実

施。地域の高齢者から子どもの頃の遊びについて聴き

取ったり、実際に体験したりして今の生活との違いや

時代の移り変わりがあることを知ります。

２年生「野菜の育て方を知る」：２学期に実施。地

域の農家の方に野菜の育て方について教えてもらい、

実際に校内で栽培体験することを通じて、高齢者への

尊敬と感謝の気持ちを養います。

３年生「昔のくらしの聴き取りや体験」：３学期に

実施。地域の高齢者から子どもの頃のくらしについて

聴き取ったり、実際に体験したりして今の生活との違

いや共通点を知ります。

６年生「戦争当時の様子の聴き取り」：１０月に実

施。平和学習の一環として、地域の高齢者から戦争当

時の様子を聴き取り学習に活かします。

【学校行事での高齢者との交流】

全学年「ありがとう集会」：12 月に実施。登下校見

守り活動を担っている「見守り隊」の方を学校にお招

きして、一緒に遊んだりプレゼントを渡したりして感

謝の気持ちを伝えます。

各学年での取り組み

が毎年実施できるよう

工夫します。

学習指導要領の改訂

（平成 32 年度）を踏ま

えた取組を検討してい

きます。

②社会教育

高齢者の生きがいづくりには、芸術、文化活動、ス

ポーツ活動、また地域での活動への参加などがあり、

活動や学習の機会を提供しています。

また、差別問題や障害者問題などの講座を実施する

ことにより、人権に関する正しい理解と認識を深めま

す。

高齢者のニーズを把

握しながら、継続性のあ

る内容の事業を増やし、

広報やホームページを

活用しながら、また活動

団体を通じたＰＲなど

で交流機会の充実を図

ります。

現状 今後の方向

創作教室、餅つき大会、囲碁教室を

開催しています。

継続性のある内容の事業を充実し、

広報やホームページを活用しながら交

流機会の充実を図ります。
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２ 高齢者を支える人材・組織

（１）民生委員・児童委員

（２）民間ボランティア

現状 今後の方向

活動の一環として、毎年、民生児童委員が地

区内の高齢者に対し、日々の見守り及び災害時

の安否確認等を行うための資料とすることを

目的とした「高齢者実態調査」を実施していま

す。

具体的には、川西町に居住する高齢者であっ

て、高齢者単独世帯（65 歳以上で実態がひと

り暮らしの世帯）及び、高齢者世帯（世帯員（夫

婦、親子、兄弟、姉妹等）全員が 65 歳以上の

世帯）の方々に対し、戸別訪問による調査を実

施しています。

今後においても、複雑・多様

化する地域の諸問題にかかわ

り、会議等を通じて協議しなが

ら問題の解決にあたり、地区住

民の福祉の充実を図っていき

ます。

現状 今後の方向

社会福祉協議会の協力を得て、住民同士の

見守り活動であるふれあいサロン（老人クラ

ブのサロン型友愛活動を含む）の推進並びに

生活支援型の住民参加型在宅福祉サービス

「サポート川西」の支援を行うとともに、ボ

ランティア活動者のネットワークであるボラ

ンティア連絡協議会の活動支援を継続してい

ます。

ふれあいサロンは、平成 26 年度 10 箇所に

対して、平成 27 年度 14 箇所、平成 28 年度

13 箇所と増えています。

また、「サポート川西」の活動時間は、平成

26 年度 118 件 936 時間に対して、平成 27 年

度 147 件 995 時間、平成 28 年度 183 件 1,153

時間と増加しています。

また、ボランティア連絡協議会の加入団体

数も平成 26 年度 11 団体に対して、平成 27 年

度 11 団体、平成 28 年度 12 団体と増えていま

住民参加型在宅福祉サービス

は、有料・有償の活動であるも

のの、ボランティア活動の一環

です。

住民の自主的な意欲と助け合

いの気持ちに基づく活動（プロ

による安価なサービスでない）

であるため、この旨を利用会員

や関係機関に理解していただけ

るよう周知を図りつつ、これま

でどおり社会福祉協議会の協力

を得て、活動会員の増加と現状

の活動時間を維持できるよう支

援していきます。

また、ふれあいサロン活動の

新規立ち上げや活動の継続支

援、並びにボランティア同士の

ネットワーク化についても従来
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（３）社会福祉協議会

（４）高齢者の見守り・支援

す。 どおり社会福祉協議会を通じて

支援します。

現状 今後の方向

補助金の額は、平成27年度14,124,278円、

平成 28 年度 14,702,131 円です。

平成 27 年度には、高齢者の見守りを兼ね

た「ふれあい弁当事業」の対象者を拡大し、

平成 28 年度には地域におけるふれあいサロ

ンの継続を目的とした「ふれあいサロン活動

支援事業」を立ち上げ、ふれあいサロンのネ

ットワーク化とサロン活動者を対象とした

サロンのネタ講座などを実施したとのこと

です。

また、ボランティアのネットワークの強化

や住民参加型在宅福祉サービスの支援、ふれ

あいサロン活動の新規立ち上げ及び活動継

続支援など、住民の福祉活動に密着した活動

を展開してもらっています。

日常生活支援総合事業の充実

等、住民福祉活動の必要性が高ま

る中、住民の参加を原則としたさ

まざまな地域福祉推進事業の展

開を検討することが必要であり、

福祉行政と車の両輪を担うべき

社会福祉協議会に対する経常経

費の補助を含めた継続的な支援

と協力体制が必須であります。

また、社会福祉協議会における

事業の展開や財政基盤の強化を

含めた強化発展計画（仮称）の策

定についても積極的に協力する

ものとします。

現状 今後の方向

地域包括支援センターでは困り事を抱え

た高齢者の相談から、見守り訪問活動や地域

の民生委員や近隣協力者への顔つなぎを行

ったり、地域ケア会議等で見守り支援の体制

作りを行っています。

また、介護予防などの教室やサロン活動に

訪問することで、地域状況の把握や住民との

ネットワーク作りに努めています。

川西町で実施されている見守りネットワ

ーク事業所へ連絡や訪問を行い、見守り活動

での相談等がないか、事業所とのネットワー

ク構築も図っています。

地域活動への訪問を増やし、生

活支援コーディネーターとも協

力しながら、住民とのネットワー

クを構築していきます。

民生委員と定期的に顔を見せ

る機会を設け、連携・協力できる

体制を作っていきます。

見守りネットワーク事業に登

録されている事業所へ、地域包括

から勉強会などの呼びかけを行

い、見守り活動への意識を高める

とともに、連携協力できる体制を

作っていきます。
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３ 高齢者の安心・安全な暮らし

（１）歩行空間・道路環境の整備

（２）公共施設の整備、改善

（３）高齢者向け公営住宅の整備・設計（バリアフリー化）

（４）民間住宅の整備

現状 今後の方向

随時ではありますが地元等の要望を受

け、危険箇所に対する簡易な整備は実施

しています。

大規模な整備は困難ですが、道路

改良等を実施する際に適宜進めてい

く状況です。

現状 今後の方向

（公共施設整備）

平成 27 年３月、庁舎内和式トイレ（９

箇所）をウォッシュレット付洋式トイレ

に改修

（公共施設駐車場）

平成 28 年１月、おもいやり駐車場区画

設置「奈良県おもいやり駐車場制度」

施設：４施設（川西町役場・川西文化

会館・川西町ふれあいセンター・川西町

体育館）

箇所：８箇所（４施設×２箇所）

現状はおおむね完了しました。

今後は、防災等に重点を置いて進

めていく予定です。

現状 今後の方向

公営住宅の建て替えに伴い、高齢者

向け住宅の建設を行いました。

必要な整備は完了しました。

現状 今後の方向

奈良県居住支援協議会に参画し、連

携を図っています。

奈良県居住支援協議会へ参画し、民

間事業者等とも連携を図っていきま

す。
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（５）医療対策

４ 福祉基盤の確保

（１）養護老人ホーム

（２）老人憩いの家

現状 今後の方向

医療機関に関する相談に応じた情報

提供を行っています。

高齢者が自らのライフステージに応

じた医療サービスを身近なところで安

心して受けることができるよう主治医

を中心とした在宅医療提供体制づくり

の支援に努めます。

現状 今後の方向

現在、町外の２施設に２名の方が入

所しています。

年１～２件、養護老人ホーム入所に

関する相談を受けていますが、いずれ

も要介護認定を受けているため介護保

険施設入所が適切であると判断されて

おり、計画期間における新規入所者は

ありません。

介護保険では補えず、養護老人ホー

ムでの対応が必要となる潜在的ニーズ

がなくなることは考えにくいことか

ら、措置制度として事業を実施します。

現状 今後の方向

町内には「川西町老人憩いの家」１

施設があり、集会やカラオケなど幅広

く利用されています。

今後も高齢者の生きがいづくりの地

域活動の拠点としての役割を担う重要

な施設と位置づけ、さまざまな活動へ

の参加を希望する高齢者が気軽に立ち

寄れるよう、維持管理に努めます。



20

◆計画の円滑な推進のために（第７章）

第１節 サービス基盤の整備の確保

１ 人材の確保と質の向上

２ 公平・公正な要介護認定体制の確立

第２節 正確な情報の提供と意識の啓発

現状 今後の方向

居宅介護支援事

業所の利用圏域が

重複する磯城郡に

おいて合同のケア

マネジャー連絡会

議を開催していま

す。

現在川西町の居宅介護支援事業所は２箇所、ケアマネジ

ャーは４名であるため、町内事業所だけでは視野が狭くな

りがちであり、また町外（近隣町）居宅介護支援事業所を

利用している被保険者も多く、本町の介護保険施策に関わ

るケアマネジャーは町内のみにとどまっていません。

このため、磯城郡合同のケアマネジャー会議は、ケアマ

ネジャー同志の貴重な意見交換の場であると共に、行政か

らの制度周知等を行うことができる機会になっており、今

後も定期的に開催する必要性が高いと考えられます。

現状 今後の方向

認定調査を遠隔地（県外）以外はす

べて町直営で実施しており、判断基準

や記載方法の均一化が図りやすくなっ

ています。

調査は、職員２名で訪問しており、

公平性の確保や調査票作成後の内容確

認も徹底しています。

要介護認定の適正化は、介護給付適

正化事業の一環として位置づけられて

います。

次期計画において、町の「介護給付

適正化計画」を定める際に、この要介

護認定の適正化を位置づけることにな

ります。

現状 今後の方向

◆高齢者の健康づくりと生きがい対

策（第６章） 第３節 高齢者を支え

る地域づくり・まちづくり １ 高齢

者への理解の促進（１）啓発・広報と

同じ内容

◆高齢者の健康づくりと生きがい対

策（第６章） 第３節 高齢者を支え

る地域づくり・まちづくり １ 高齢

者への理解の促進（１）啓発・広報と

同じ内容
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第３節 苦情の解決

第４節 相談体制

第５節 サービスの質の確保

現状 今後の方向

利用者からのサービス事業者等に関

する相談や苦情を受け、必要に応じて

事実確認等を行い、今後のサービスの

質の向上に反映させることができるよ

うに努めています。

―

現状 今後の方向

町直営であった地域包括支援センタ

ーを平成 28 年度から社会福祉法人い

われ会へ委託し、専門職（３職種）を

配置し、より専門的できめ細やかな相

談体制を構築しています。

地域に暮らす高齢者等に関する様々

な相談を受け止め、訪問等により状況

を把握し、適切な機関・制度・サービ

スにつなげてきました。

相談件数は延べ 638 件となってお

り、24 時間 365 日、相談を受けること

ができる体制をとっています。

24時間 365 日相談を受ける事ができ

る体制をとり、いつでも安心して相談

ができる場所として相談支援体制を確

立していきます。

広報やチラシなどを活用し、地域包

括支援センターが総合相談窓口である

事を啓発していきます。

今後も専門職（３職種）を配置し、

専門的できめ細やかな相談体制を構築

しています。

現状 今後の方向

積極的な（訪問やアンケート等）聞

き取りは行っておらず、窓口において

聴取した内容により必要に応じて事業

者等に連絡をとるなどの対応をおこな

っています。

町内の介護サービス指定事業者（福

祉用具貸与・販売業者１件）について、

奈良県の合同指導に参加しました。

地域密着型サービス事業者（グルー

地域密着型サービス及び総合事業の

指定事業者に平成 30 年度から居宅介

護支援事業者が町指定となることか

ら、町による主体的な指導・監査の取

り組みが必要となると考えられます。
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第６節 庁内体制の整備

現状 今後の方向

プホーム１件・地域密着型通所介護２

件）については、運営推進会議に行政・

地域包括支援センターが出席し、状況

を確認すると共に必要な助言等を行っ

ています。

町内の居宅介護支援事業所（２箇所）

のケアマネジャーについては、地域ケ

ア会議を通じてプランナーとしての質

の向上を促しています。

総合事業所説明会を開催しました

（年１回）。

現状 今後の方向

平成 29 年度から福祉部門における

庁内連携を図るための会議を開催し始

めています。

定期的に会議を開催し、各担当課の

連携を強化していきます。


